受付番号　　　　　　　　　　　　
様式第１号（第５条関係）

家庭用蓄電池導入支援補助金交付申請書

　　令和　　年　　 月　　 日

一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長　田 所　英 司　様

（〒　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　    所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(フリガナ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　　話　　（　　　）　　　－　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール
下記により家庭用蓄電池導入支援補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

申請に当たり、家庭用蓄電池導入支援補助金交付要綱の規定を順守することを誓約します。
記

１　事業の内容　　　　　　　　　所在地

蓄電システム設置予定場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　

　　２　蓄電容量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　kWh
　　

３　補助金交付申請額　　　　　　金　  　　　　　　　　　　　  　　　　円
４　着手予定年月日　　　　　　　　　　　　　 令和　　　年　　 月　　 日

完了予定年月日　　　　　　　　　　　　 　令和　　　年　 　月　 　日

　　

５　添付書類

 (１)　設置予定機器一覧表（別記）

 (２)　その他協会が必要と認めるもの

別記（様式第1号関係）
設置予定機器一覧表

太陽光発電システム  （□既設　□新設　※どちらかに☑を入れてください）
	メーカー名
	

	太陽光モジュール製品名
	

	公称最大出力と使用枚数
	公称最大出力
	使用枚数
	合計出力

	
	W
	枚
	W

	
	W
	枚
	W

	
	W
	枚
	W

	
	W
	枚
	W

	
	太陽電池の最大出力（小数点第3位以下切捨て）
	　　　kW　


設置予定の蓄電システム
	メーカー名
	

	蓄電システム製品名
	

	パッケージ型番　
	

	蓄電容量
	kWh  

	機器費（見込）
	千円　


(注)蓄電容量はSIIに登録された数値を記入してください。機器費には工事費、諸経費、消費税等は含めないでください。
	設置予定者
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       
住所　〒　　　　 －

平日の日中つながる電話番号（　　　　　）　　　　－

	設置予定場所
	※現住所と同じ場合は、同上とご記入ください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	着手予定日
	　　令和　　　年　　　　月　　　　日

	完了予定日
	　　令和　　　年　　　　月　　　　日

	設置

予定

業者
	住　所
	

	
	会社名
	

	
	代表者
	

	
	電　話
	

	
	電子メール
	

	
	担当者
	


住宅位置図及び現況写真等
	住宅位置図
□別添有り

（別添の場合は☑を入れてください）
	簡易地図を記載又は貼付してください

	住宅現況
写真

□別添有り

（別添の場合は☑を入れてください）
	· 太陽光発電モジュールの設置が確認できること
· 新設の場合は実績報告時に太陽光発電モジュールの設置が確認できる　写真を提出してください

· 建物の全景を確認できること
· 店舗・事務所等との併用住宅ではないこと

	蓄電池設置予定場所
写真

□別添有り

（別添の場合は☑を入れてください）
	· 住宅敷地内の蓄電池（本体）設置予定場所が写っていること
· 蓄電池（本体）の設置予定場所が分かるよう写真内に印をしてください
· 実績報告時に設置完了後写真の提出が必要です。
その際、設置予定場所写真と同じ画角で写真を撮影してください。


様式第２号（第６条関係）
家庭用蓄電池導入支援補助金交付決定通知書

　　　　　　　　号

　　令和　　年　　 月 　　日

　　様

（受付番号　　　　　　　　　　　　）

一般財団法人　淡路島くにうみ協会

理 事 長　田 所　英 司
令和　　年 　　月 　　日付けで申請のあった家庭用蓄電池導入支援補助金については、下記のとおり交付することに決定しましたので通知します。

記

１　交付決定額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円

２　補助金の確定額は、この通知書による交付決定額と実績報告書における実績額のうち、いずれか低い額とする。

３　支払方法は精算払とする。

４　補助事業者は、家庭用蓄電池導入支援補助金交付要綱に従わなければならない。従わない場合は、要綱第16条の規定により交付決定を取り消すことがある。
５　この事業は、令和８年３月27日までに完了しなければならない。
６　補助事業により取得し、又は効用の増加した財産は、補助対象事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従って、効率的に運用を図らなければならない。
	・事業の内容を変更（導入する蓄電システムの変更、設置予定業者の変更等）する場合は、事前に補助金内容変更承認申請書（様式第４号）を提出し、協会の承認を得る必要があります。
・補助事業が完了したときは、事業完了日（補助事業にかかる工事及び工事代金の支払いが完了し、かつ蓄電システムが利用可能な状態となる日）より30日以内又は令和８年３月27日のいずれか早い日までに、必要書類を添えて補助金実績報告書（様式第８号）を提出する必要があります。

※上記の書類が期限内に提出されない場合、この交付決定を取り消すことがあります。


様式第３号（第６条関係）
家庭用蓄電池導入支援補助金不交付決定通知書

号

　　令和　　年　　 月 　　日

　　　様
（受付番号　　　　　　　　　　　　）

　一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長　田 所　英 司     
令和　　年 　　月　　 日付けで申請のあった家庭用蓄電池導入支援補助金につきましては、審査、検討の結果、残念ながら不交付と決定しましたのでお知らせします。

今後とも、引き続きあわじ環境未来島構想の推進にご協力いただくようお願い申し上げますとともに、貴殿の益々のご発展をお祈り申し上げます。

記

（不交付の理由）

受付番号　　　　　　　　　　　　
様式第４号（第８条関係）

家庭用蓄電池導入支援補助金内容変更承認申請書

　　令和　　年　　 月 　　日

一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長　田 所　英 司　様

（〒　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　    所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(フリガナ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　　話　　（　　　）　　　－　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール
家庭用蓄電池導入支援補助金交付要綱第８条の規定に基づき、補助事業の内容の変更承認を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　変更の内容

設置予定機器変更の場合は下記に記載してください
	メーカー名
	

	蓄電システム製品名
	

	パッケージ型番　
	

	蓄電容量
	kWh  

	機器費（見込）
	千円　


２　変更の理由

３　添付書類（必要に応じ、変更内容が分かる書類）

様式第５号（第９条関係）
家庭用蓄電池導入支援補助金内容変更承認通知書

（補助金交付決定変更通知書）

　　　　　　　　号

令和　　年 　　月　　 日

　様
（受付番号　　　　　　　　　　）

　 一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長　田 所　英 司
令和　　年　　 月　　 日付けで変更申請のあった家庭用蓄電池導入支援補助金については、下記のとおり承認することに決定しましたので通知します。

記

１　この補助金の交付の対象となる事業は、令和　　年　　 月　　 日付けで申請のあった事業とし、その内容は家庭用蓄電池導入支援補助金内容変更承認申請書に記載のとおりとする。

２　変更後の事業に要する経費及び補助金の交付決定額は、次のとおりとし、補助金の確定額は、この通知書による交付決定額と実績報告書における実績額のうち、いずれか低い額とする。

	補助対象機器蓄電容量
	 kWh

	補助対象経費
	円

	補助金の額
	円

	今回増（減）額決定補助金
	円


３　補助金交付の条件等については、上記のほかは令和　　年　　 月　　 日付け

号の家庭用蓄電池導入支援補助金交付決定通知書第３項から第６項までのとおりとする。
受付番号　　　　　　　　　　　　　
様式第６号（第10条関係）
家庭用蓄電池導入支援補助金中止（廃止）承認申請書

令和　　年 　　月 　　日

一般財団法人　淡路島くにうみ協会

理 事 長　田 所　英 司　様

（〒　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　    所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(フリガナ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　　話　　（　　　）　　　－　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール
家庭用蓄電池導入支援補助金交付要綱第10条の規定に基づき、補助事業の中止（廃止）の承認を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　中止（廃止）の理由

２　中止（廃止）の期日

　　　　　　　　　　　

３　申請受付番号
淡く（未）第　　　-1-1号
様式第７号（第11条関係）
家庭用蓄電池導入支援補助金中止（廃止）承認通知書

　　　　　　　　　号

令和　　年 　　月 　　日

　　様

（受付番号　　　　　　　　　　　）
一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長　田 所　英 司　

令和　　年 　　月 　　日付けで中止（廃止）申請のあった家庭用蓄電池導入支援補助金については、申請のとおり承認することに決定しましたので通知します。

受付番号　　　　　　　　　　　　　
様式第８号（第12条関係）

家庭用蓄電池導入支援補助金実績報告書

　　令和　　年　　 月 　　日

一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長　田 所　英 司　様

（〒　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　    所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(フリガナ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　　話　　（　　　）　　　－　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール
令和　　　年　　月　　日付け　淡く（未）第　　　-1-2号で交付決定通知のあった家庭用蓄電池導入支援補助事業を完了したので、関係書類を添え、下記のとおり報告します。
記
１　事業の内容　　　　　　　　　　　　所在地

蓄電システム設置場所　          　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　

２　蓄電容量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　kWh
３　補助金交付決定額　　　　　　　 　 金　　　　　 　　　　　　　　　　　円 

４　事業の着手年月日　　　　　　　　　　　　　（令和　　　年　　月　　日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　月　　日

　　　　事業の完了年月日　　                      （令和　　　年　　月　　日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　※申請内容を上段（　）に記入、実績を下段に記入する。

　　５　添付書類

      (１)　設置機器リスト兼領収内訳書（別記）

(２)　補助対象機器が含まれる領収書の写し
（ローン支払いの場合は、ローン契約書の写し）

(３)　補助対象機器の設置が確認できる写真（*１・*２）
*１　設置予定場所と設置完了場所の位置関係が確認できること
　　（設置予定場所写真と同じ画角で撮影したもの）
*２　補助対象機器の型番又は製造番号（銘板）が確認できること

(４)　債権者登録書及び通帳の写し

(５)　その他協会が必要と認めるもの

 別記（様式第８号関係）
設置機器リスト兼領収内訳書
※この書類は、契約相手である販売設置業者が作成してください
	申請者氏名
	

	補助対象機器を設置した住所
	


補助対象となる機器

蓄電システム
	国の補助事業の登録

	メーカー名
	

	製品名
	

	パッケージ型番
	


領収内訳
	項　　　目
	金　　　額

	補助対象機器（蓄電システム）費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	設置工事費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	その他（　　　　　　　　　　　　　　）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	その他（　　　　　　　　　　　　　　）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	その他（　　　　　　　　　　　　　　）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	消費税
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	合　計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円


上記のとおり領収したことを証明します。
令和　　　年　　　月　　　日
　　
	住　所
	
	印（※）

	会社名
	
	

	代表者
	
	

	電　話
	
	

	電子メール
	
	

	担当者
	
	


（※）領収書の印と同一

様式第９号（第14条関係）

家庭用蓄電池導入支援補助金交付額確定通知書

号

令和　　年　　 月 　　日
　　　　様

（受付番号　　　　　　　　　　　号）

一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長  田 所　英 司
令和　　年 　　月 　　日付け　　　　　　　　　　　号で交付決定した家庭用蓄電池導入支援補助金について、下記のとおり補助金の交付額を確定します。

記

確　定　額　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
受付番号　　　　　　　　　　　　　
様式第10号（第15条関係）
家庭用蓄電池導入支援補助金交付請求書
　　　　令和　　年　　月　　日
一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長  田 所　英 司　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（〒　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　    所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(フリガナ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　　話　　（　　　）　　　－　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール
下記のとおり、補助金を精算払いによって交付されたく、家庭用蓄電池導入支援補助金交付要綱第15条の規定により請求します。

金　　　　　　　　　円也

ただし、家庭用蓄電池導入支援補助金として

補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　円

補助金確定額　　　　　　　　　　　　円
既受領額　　　　　　　　　　　　円
今回請求額　　　　　　　　　　　　円
〈　根　拠　〉

補助金交付決定通知　　番号 淡く（未）第 　　-1-2 号

　　　　　　　　　　　　　　 　 令和　　　年　　　 月　　　日

補助金交付決定変更通知　　番号　　　　　　　　　　　 号

　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　 月　　　日
補助金確定通知　　番号　　　　　　　　　　　 号

　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　 月　　　日
様式第11号（第16条関係）

家庭用蓄電池導入支援補助金交付決定取消通知書

号

令和　　年　　月　　日

様

（受付番号　　　　　　　　　号）

一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長　田 所　英 司
令和　　　年　　月　　日付け　　　　　　　　　　　号で交付決定した家庭用蓄電池導入支援補助金については、下記のとおり取り消すことに決定したので通知します。

記

１　この交付決定取り消し通知書の対象となる事業は、令和　　年　　 月 　　日付け

号で決定した事業とする。

２　交付決定の取消額は次のとおりとする。

今回取消決定補助金額　　　　　　　　　　　円

　　　（既交付決定済補助金額）　　　　　　　　　　円

（取消しの理由）
受付番号　　　　　　　　　　　　　
様式第12号（第18条関係）

家庭用蓄電池導入支援補助金に係る財産処分承認申請書

令和　　年　　月　　日

一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長  田 所　英 司　様

（〒　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　    所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(フリガナ)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　　　話　　（　　　）　　　－　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メール
家庭用蓄電池導入支援補助金交付要綱第18条第２項の規定に基づき、財産処分の承認を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　処分しようとする財産の明細

２　処分の内容

３　処分しようとする理由

４　その他必要な事項
様式第13号（第18条関係）
家庭用蓄電池導入支援補助金に係る財産処分承認通知書

号

令和　　年　　月　　日

　様

（受付番号　　　　　　　　　号）
一般財団法人 淡路島くにうみ協会

理 事 長  田 所　英 司　

令和　　年　　月　　日付けで財産処分承認申請のあった家庭用蓄電池導入支援補助金については、下記のとおり承認することと決定しましたので通知します。

記

１　この財産処分の対象となる事業は、令和　　年　　月　日付け　　　　　　　　号
で交付決定した事業とする。

２　財産処分にかかる補助金の返還額は次のとおりとする。

　今回返還決定補助金額　　　　　　　　　　　　　円

（既交付済補助金額　　　　　　　　　　　　　　円）

（返還の理由）

債権者登録書（ 新規 ・ 変更 ）　　　

　
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
住所（所在地）
	

	
	

	
	

	
	

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
屋号・氏名又は法人名
	

	
	

	郵 便 番 号
	－
	電 話 番 号（代表）
	－　　　　－

	支 払 方 法
	 口座振替払(口座振込)

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
金 融 機 関 名
（払渡店）
	

	
	                          銀行　　　　　　　　　　　支店

（金庫）

	預 金 種 別
[該当を○で囲む]
	１ 普通・総合　 ２ 当座　 ４ 貯蓄　 ９ その他（　　　）

	金融機関・支店番号
	
	口 座 番 号
	

	（ﾌﾘｶﾞﾅ）
口 座 名 義 人
	

	
	

	備　　　考
	

	一般財団法人淡路島くにうみ協会からの支払金は、上記により支払うように申し出ます。

　　　　　年　　月　　日

（一財）淡路島くにうみ協会あて

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
電子メール


※　当該口座通帳（開いて1ページ目）のコピーの添付をお願いします。

※　債権者登録書は、提出されてから１年間振込が行われない場合は無効になります。

１年間、(一財)淡路島くにうみ協会から振込がない方は、実績報告書とあわせてご提出をお願いします。
※氏名は自署又は記名押印





※平日の日中連絡がつく番号を記入





※氏名は自署又は記名押印





※平日の日中連絡がつく番号を記入





※氏名は自署又は記名押印





※平日の日中連絡がつく番号を記入





※氏名は自署又は記名押印





※平日の日中連絡がつく番号を記入





※蓄電システムが利用可能となる日





※氏名は自署又は記名押印





※平日の日中連絡がつく番号を記入





※氏名は自署又は記名押印





※平日の日中連絡がつく番号を記入





※　登録する債権者の本人確認書類の写し（両面）を添付してください。


※　本人確認書類の写しとは、概ね以下のとおりです（いずれか一つ）。


【登録者が法人等の場合】・登記事項証明書　・印鑑登録証明書　等


【登録者が個人の場合】・マイナンバーカード　・運転免許証　・パスポート　・各種健康保険証　等の公的書類（住所、氏名、生年月日の記載があるもの）


本人確認書類の写しを添付しない場合は、「氏名」の後ろに押印してください。


法人等を債権者登録する場合は代表者印を、個人を債権者登録する場合は個人印を押印してください。


なお、その印鑑は、金融機関届出印である必要はありません。








